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 平素より大変お世話になっております。 

 令和４年１１月２８日、日本学術会議会長談話「日本学術会議法改正に関わる今般の報道について」を公表い

たしましたので、以下のとおり御報告いたします。 

                                        日本学術会議事務局 

 

                      日本学術会議会長談話 

                「日本学術会議法改正に関わる今般の報道について」 

 

                                             令和４年

11 月 28 日 

 

 11 月 23 日早朝の NHK ニュースにおいて、「日本学術会議改革で法改正へ 第三者委員会設置など明記 政府」

という報道がなされました（※）。 

 日本学術会議のあり方をめぐる政府方針については、本年夏までに公表するとの意向が当時の小林鷹之科学技

術担当大臣から表明されておりました。そのため、本年８月の本会議第 185 回臨時総会は、すでに政府方針が公

表されているとの見通しのもと開催いたしましたが、残念ながらそれまでに公表されることはありませんでした。

その後、本会議では、小林大臣の後任として日本学術会議を担当される山際大志郎前経済財政担当大臣および現

在の担当の後藤茂之経済財政担当大臣に対し、早期の公表及び本会議への正式な説明をたびたび求めてまいりま

した。並行して、本来であれば 10 月に開催されるべき第 186 回総会を 12 月に延期し、政府方針の公表及び説明

を受けたうえで、政府方針について本会議の考え方を取りまとめることとしておりました。しかるに、この間、

本会議の度重なる要請にもかかわらず、本会議への説明の前に、このように唐突な形で来年の通常国会への「法

改正」案の提出に言及する報道がなされたことに驚きを禁じえません。きわめて遺憾なことと言わなければなり

ません。 

 本会議はすでに令和３年４月の第 182 回総会において「日本学術会議のより良い役割発揮に向けて」を決定し、

国際的に共通するナショナル・アカデミーの基本原則としての「５要件」を前提とした自主的な改革を進めてま

いりました。仮に今回報道されたような法改正がなされた場合には、わが国の科学者の内外に対する代表機関と

しての日本学術会議の独立性の根幹に関わりかねないと懸念されます。 

 日本学術会議は、政府方針及び、仮に法改正を伴うのであればその法案の具体的内容の詳細を一刻も早く公表

するとともに、12 月 8 日に予定された総会の場などで本会議に対してしかるべき形で説明をされることを強く

求めます。 

 日本の国民と学術界の全ての皆さんには、こうした状況に鑑み、学術の健全な発展のための議論を繰り広げて

いただくようにお願いいたします。 

 

（※）https://www3.nhk.or.jp/news/html/20221123/k10013900721000.html 

 


